
1

ティー・ロウ・プライス ニュー・ホライズン・ファンド
Aコース（為替ヘッジあり）／Bコース（為替ヘッジなし）
追加型株式投信／海外／株式

投資信託は、値動きのある有価証券等（外貨建て資産には為替変動リスクもあります）を投資対象としているため、お客様の資産が当初の投資元本
を割り込み損失が生じることがあります。詳しくは投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。

巻末の「当資料のご利用にあたっての注意事項」を必ずお読みください。

運用実績の推移

■Aコース（為替ヘッジあり）

※基準価額は1万口当たりとなっています。
※基準価額および基準価額（分配金再投資）は信託報酬（後記の「ファンドの費用」参照）控除後のものです。
※基準価額（分配金再投資）および騰落率は、税引前分配金を分配時に再投資したものとして計算しています。
※運用実績は過去のものであり、将来の運用成果等を保証するものではありません。
※分配金実績は、将来の分配金の水準を示唆あるいは保証するものではありません。
   運用状況によっては、分配金額が変わる場合、または分配金が支払われない場合があります。

騰落率（％）

■Bコース（為替ヘッジなし）

運用実績の推移 騰落率（％）

※基準価額は1万口当たりとなっています。
※基準価額および基準価額（分配金再投資）は信託報酬（後記の「ファンドの費用」参照）控除後のものです。
※基準価額（分配金再投資）および騰落率は、税引前分配金を分配時に再投資したものとして計算しています。
※運用実績は過去のものであり、将来の運用成果等を保証するものではありません。
※分配金実績は、将来の分配金の水準を示唆あるいは保証するものではありません。
   運用状況によっては、分配金額が変わる場合、または分配金が支払われない場合があります。

分配金実績（１万口当たり、税引き前）

分配金実績（１万口当たり、税引き前）

作成基準日　2025年4月30日

お客様用資料（月報）

第１期 第２期

'24/4/25 '25/4/25

分配金 0円 0円 0円

累計

第１期 第２期

'24/4/25 '25/4/25

分配金 0円 0円 0円

累計

基準価額 8,502円 設定日 2023年12月20日

純資産総額 24.2億円 信託期間 原則として無期限

決算日 毎年4月25日（休業日の場合は翌営業日）

基準価額 9,035円 設定日 2023年12月20日

純資産総額 413.6億円 信託期間 原則として無期限

決算日 毎年4月25日（休業日の場合は翌営業日）
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期間 1ヵ月 3ヵ月 6ヵ月 1年 3年 設定来

ファンド -1.97 -18.03 -14.88 -12.25 - -14.98

期間 1ヵ月 3ヵ月 6ヵ月 1年 3年 設定来

ファンド -6.13 -23.76 -19.90 -16.77 - -9.65
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銘柄名 セクター 通貨 国・地域 構成比

1 デイフォース 資本財・サービス 米ドル 米国 3.72%

2 トースト 金融 米ドル 米国 3.70%

3 ヴィーヴァ･システムズ ヘルスケア 米ドル 米国 3.56%

4 テレダイン･テクノロジーズ 情報技術 米ドル 米国 3.33%

5 ペイロシティ･ホールディング 資本財・サービス 米ドル 米国 3.12%

6 ハブスポット 情報技術 米ドル 米国 3.10%

7 アルジェンX ヘルスケア 米ドル ベルギー 2.97%

8 マンデードットコム 情報技術 米ドル イスラエル 2.74%

9 Esab Corp 資本財・サービス 米ドル 米国 2.46%

10 サイトワン･ランドスケープ･サプライ 資本財・サービス 米ドル 米国 2.39%

合計 31.08%

（組入銘柄数：114銘柄)

※構成比はすべてマザーファンドの対純資産総額の比率です。

※セクター配分は、世界産業分類基準（GICS）の分類にて区分しています。ティー・ロウ・プライスは、将来の報告についてGICSの更新があればそれに従います。

GICSの情報は巻末の「当資料のご利用にあたっての注意事項」をご確認ください。

※現金他には、キャッシュのほか未収・未払金等を含んでおり、マイナスとなる場合もあります。

■資産配分 ■国・地域別配分（上位5ヵ国） ■セクター配分

■組入上位10銘柄

ティー・ロウ・プライス ニュー・ホライズン株式マザーファンドの状況

■時価総額別銘柄数（比率）

※構成比はすべてマザーファンドの対純資産総額の比率です。
※セクター配分は、世界産業分類基準（GICS）の分類にて区分しています。ティー・ロウ・プライスは、将来の報告についてGICSの更新があればそれに従います。
GICSの情報は巻末の「当資料のご利用にあたっての注意事項」をご確認ください。
※当該銘柄の売買を推奨するものではありません。

作成基準日　2025年4月30日

お客様用資料（月報）
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■市場概況

4月の米国小型グロース株式市場（ラッセル2000グロース指数、米ドルベース）は大型株（S&P500指数）と同程度の小幅なマイ
ナスリターンとなりました。

4月2日にトランプ大統領が発表した相互関税措置が市場の想定を上回る厳しい内容となったことから、株式市場は急落しました。中
国が報復関税を発動し、追加関税の応酬に発展したことや、米長期金利が急上昇したことなども株価の下押し材料となりました。しかし、
4月9日にトランプ大統領が、中国を除く多くの国を対象にこの関税措置を90日間凍結すると発表したことを受けて、株式市場は反発に
転じました。月後半は、主要企業が発表した1-3月期決算が市場の警戒に比べてはるかに好内容だったことなどが安心材料となり、月
末にかけて回復基調が続きましたが、月初の下落幅をすべて埋めるには至りませんでした。

ラッセル2000グロース指数の業種（世界産業分類基準（GICS）に基づく11セクター）別のパフォーマンス（トータルリターンベース）
では、原油価格に連れ安となった「エネルギー」のほか、「不動産」や「一般消費財・サービス」などの下げが目立ちました。一方で、「生活
必需品」や「素材」、「ヘルスケア」などが相対的に上位となりました。また、為替市場では米ドルが円に対して続落し、円ベースリターンの
悪化要因となりました。

■運用概況

4月のファンドの騰落率は、Aコース（為替ヘッジあり）が-1.97%、Bコース（為替ヘッジなし）は-6.13%となりました。

組入銘柄では、サイア（小口トラック運送会社）の株価下落が目立ちました。1-3月期の売上高と利益がともに市場予想に届かず、
2023年の旧イエロー社のトラック・ターミナル買収を含む事業拡大の取り組みが業績に結び付いていない状況が嫌気されました。これに
より、決算がほぼ市場予想通りだった同業のオールド・ドミニオン・フレイト・ラインも株価が連れ安となりました。その他、バイオテクネ（研
究・臨床診断市場向けにライフサイエンス関連の試薬・機器を開発、製造、販売）は学術機関や政府機関、テレダイン・テクノロジーズ
（1999年にアレゲニー・テクノロジーズから独立した航空・宇宙業界向け機器メーカー）は米航空宇宙局（NASA）や国防総省など、
主要顧客の予算削減への警戒感から不安定な株価推移となった銘柄の組み入れもマイナス要因となりました。

一方で、マンデードットコム（ユーザーが自ら様々なアプリケーションを統合管理できるプラットフォームを提供するイスラエル拠点のソフトウェ
ア企業）は、経験豊かな新経営陣メンバーの加入発表などが材料視されて株価が上昇し、組み入れがプラスに寄与しました。サービス
タイタン（2024年12月に株式を公開した、住宅や商業施設の保守サービス業者向けソフトウェア企業）も、当月、商業施設のセキュ
リティ企業との戦略的提携の発表が好感されて株価が上昇し、貢献銘柄となりました。

■今後の見通し

本格適用が先送りされたとはいえ、厳しい内容の相互関税が発表され、その多くを米国の消費者や企業が負担することになり、売り上げ
の減退も必至との見方から、小型株にとってトランプ大統領の施策は、これまでのところ、就任当初に期待されたような支援材料とはなっ
ていません。企業景況感や消費者信頼感など、現在はセンチメント指標にとどまっている景気悪化が、小売売上高や資本財受注といっ
た「ハード・データ」でも確認されるようになれば、一段の株価下押しが警戒されるところです。

とはいえ、各国との交渉を急ぐトランプ政権の姿勢からは、岩盤支持層に「米国第一主義」をアピールできさえすれば、あとは柔軟な対応
も辞さない意向が見え隠れします。やはり2026年11月の中間選挙を見据え、2026年の景気や株式市場の回復を演出すべく、早晩、
経済の立て直しに着手する可能性は大いにあるのではないかと考えられます。となれば、しばらくの耐え時をしのげば、小型株が戻りをうか
がう展開となる可能性も、それに向けて個別銘柄選択が大いに重要性を増す可能性も、どちらも高いと引き続き考えています。

当ファンドでは、1960年の運用開始から60年以上という、小型株投資では群を抜いて長期の歴史を経て培われた弊社独自の知見や
ノウハウを基に、①イノベーション大国アメリカにおける次世代のビッグ・ビジネスとなり得る企業を発掘し、②それら有望銘柄に成長の初期
段階から投資を始め、③ファンダメンタルズやバリュエーションなどに鑑みながらも長期にわたって保有を続けることで、日本の個人投資家の
皆様の資産形成や、結果として経済社会における産業構造の変革サポートにも貢献することを目指しています。

運用担当者のコメント

作成基準日　2025年4月30日

お客様用資料（月報）
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当資料のご利用にあたっての注意事項

当資料は、ティー･ロウ･プライス・ジャパン株式会社が作成したお客さま用資料であり、金融商品取引法に基づく開示書類ではあ
りません。
投資信託は、値動きのある有価証券等を対象としているため、投資元本を割り込み損失が生じることがあります。
ご購入の際は販売会社からお渡しする投資信託説明書（交付目論見書）を必ずお受け取りのうえ、内容をよく読み、ご自身で
ご判断ください。
投資信託は、預金または保険契約ではないため、預金保険機構および保険契約者保護機構の保護の対象にはなりません。
また、金融機関の預貯金と異なり、元本および利息の保証はありません。銀行等の登録金融機関でご購入いただく投資信託は、
投資者保護基金の支払対象ではありません。
ファンドのお取引に関しては、金融商品取引法第37条の6の規定（いわゆるクーリング･オフ）の適用はありません。
当資料に記載の運用実績に関するグラフ、図表、数値その他いかなる内容も過去のものであり、将来の運用成果を示唆あるい
は保証するものではありません。
個別銘柄につき、売買を推奨するものではありません。
当資料内で表示桁未満の数値がある場合、四捨五入しています。
当資料は信頼できると考えられる情報に基づき作成しておりますが、情報の正確性あるいは完全性について保証するものではあり
ません。
当資料における見解等は資料作成時点のものであり、将来事前の通知なしに変更されることがあります。
世界産業分類基準（「GICS」）は、モルガン・スタンレー・キャピタル・インターナショナル（「MSCI」）およびマグロウヒル・カンパ
ニーズ傘下のスタンダード＆プアーズ（「S&P」）が開発した独占的財産およびサービスマークであり、ティー・ロウ・プライスにライセン
ス供与されています。MSCI、S&PまたはGICSの作成、編集もしくはGICS分類に関与する第三者はいずれも、当該基準や分類
（またはその利用から得られた結果）について明示的にも暗示的にもいかなる保証や表明もしません。また、すべての関係当事
者は、当該基準や分類のいずれについても、その独創性、正確性、網羅性、商品性または特定の目的適合性について、いかな
る保証からも明示的に免責されます。前述の内容を制限することなく、MSCI、S&P、その関連会社またはGICSの作成、編集も
しくはGICS分類に関与する第三者はいずれの場合も、直接的、間接的、特別、懲罰的、結果的またはその他のいかなる損害
（逸失利益を含む）について、その発生可能性が通知されていたとしても、いかなる責任も負いません。

収益分配金に関する留意点

■ 分配金は、預貯金の利息とは異なり投資信託の純資産から支払われますので、分配金が支払われると、その金額相当分、
基準価額は下がります。

■ 分配金は、計算期間中に発生した収益（経費控除後の配当等収益および評価益を含む売買益）を超えて支払われる場
合があります。その場合、当期決算日の基準価額は前期決算日と比べて下落することになります。また、分配金の水準は、必ずし
も計算期間におけるファンドの収益率を示すものではありません。

■ 投資者のファンドの購入価額によっては、分配金の一部または全部が、実質的には元本の一部払戻しに相当する場合があり
ます。ファンド購入後の運用状況により、分配金額より基準価額の値上がりが小さかった場合も同様です。

作成基準日　2025年4月30日

お客様用資料（月報）
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